
 
  

１１
月
１
日
の
交
野
市
議
会
本
会
議
で
,
コ
ロ
ナ
・ 
 

物
価
高
騰
対
策
と
し
て
市
長
提
案
さ
れ
て
い
た
補
正
予

算
案
の
う
ち
H
学
校
給
食
費
３
学
期
分
の
無
償
化
T
を

削
除
す
る
修
正
案
が
提
出
さ
れ
,
提
案
者
で
あ
る 
 

公
明
党
,
ほ
か
維
新
・
自
民
・
市
民
ク
ラ
ブ
の
賛
成
多

数
に
よ
q
て
修
正
案
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
u 

 

                   

 

 

  

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

●日本共産党交野市会議員団 ホームページ  http://katano.jcp-web.net/ 

 藤田 まり 
私部 6-17-1-209 

３９７‐３０２７ 
 

2022年10月30日 

ＮＯ．１７６７ 
【発行】 
日本共産党 
市会議員団 

 ご相談は市役所 
 議員団控室へ 
 私部１-１-１ 
 ８９２－０１２１ 

(内線 301) 

 

さらがい ふみ 
 星田 7-44-21 
８９４－２８３５ 
 

北尾 まなぶ 
 倉治 7-8-7 

８９３‐３１６３ 
 

10月 25日の総務文教常任委員会で、物価高騰対策とし

て、学校給食費３学期無償化、水道基本料金の免除などの

補正予算の審議が行われました。公明党から、給食費無償

化の予算を削除する修正案が提出され、賛成多数で可決さ

れました。子育て世帯の願いに背を向けるものです。 

 

公明、維新、市民クラブが 
学校給食費3学期無償化の予算を削除 

   

補正予算（第 6号）で提案された事業（市独自分のみ抜粋） 

事業 内容 予算 

水道料金の減免 基本料金を 2ヶ月免除 6750万円  6750万  

学校給食費の負
担軽減 

小中学校の 3学期の給食
費を無償化 

5926万円（給食費
収入を減額分） 

5926万  

子育て世帯臨時
特別給付 

児童手当（本則給付）受
給世帯の児童 1人 1万円 

1億 1664万円 3409万 8254万 

合計  2億 4341万円 1億 6086万 8254万 

 

総務文教常任委員会 一般会計補正予算 
 

 

今
回
の
補
正
予
算
は
、
物

価
高
騰
対
策
と
し
て
、
国
の

緊
急
支
援
金
（
非
課
税
世
帯

等
）
に
加
え
、
「
物
価
高
騰

重
点
支
援
地
方
交
付
金
」
が

創
設
さ
れ
、
交
野
市
に
１
億

６
０
８
６
万
円
が
交
付
さ

れ
る
こ
と
に
伴
う
も
の
で

す
。 

 

山
本
市
長
は
、
「
特
に
物

価
高
騰
の
影
響
を
強
く
受

け
て
い
る
子
育
て
世
帯
を
、

非
課
税
世
帯
だ
け
で
な
く

複
層
的
に
支
援
し
た
い
」
と

提
案
理
由
を
説
明
し
ま
し

た
。
財
源
は
国
交
付
金
に
加

え
、
基
金
か
ら
８
２
５
４
万

円
を
繰
り
入
れ
て
い
ま
す
。 

 

こ
れ
に
対
し
、
公
明
党
の

中
谷
議
員
か
ら
、
「
給
食
費

無
償
化
の
予
算
を
削
除
す

る
修
正
案
」
が
提
出
さ
れ
ま

し
た
。
修
正
の
理
由
は
、「
①

基
金
を
安
易
に
繰
り
入
れ

て
い
る
。
②
就
学
援
助
の
受

給
者
（
給
食
費
無
料
）
と
の 

公
平
性
を
保
て
な
い
」
と
い

う
も
の
で
す
。 

 

日
本
共
産
党
の
さ
ら
が

い
議
員
は
、
「
就
学
援
助
を

受
け
て
い
な
い
９
割
の
子

育
て
世
帯
も
、
物
価
高
騰
や

コ
ロ
ナ
の
影
響
で
家
計
が

子
育
て
世
帯
の
願
い
に
背
を
向
け
る
修
正
案 

共
産
党
は
反
対
し
ま
し
た
。 

採
決
の
結
果
（
表
参
照
）
、

可
否
同
数
と
な
り
、
委
員
長

が
可
決
と
し
ま
し
た
。
水
道

料
金
の
減
免
・
児
童
手
当
の

上
乗
せ
な
ど
は
、
原
案
の
通

り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。 

 

11
月
１
日
の
議
会
最
終

日
に
、
本
会
議
で
の
採
決
が

行
わ
れ
ま
す
。 

 

厳
し
い
世
帯
が
多
く
、

無
償
化
は
大
き
な
支

援
に
な
る
。
国
も
給
食

費
の
負
担
軽
減
を
推

奨
し
て
い
る
。
昨
年
度

の
市
の
決
算
は
４
億

５
千
万
円
の
黒
字
で
、

財
源
の
確
保
は
十
分

可
能
」
と
主
張
し
、
無

償
化
の
予
算
を
削
除

す
る
修
正
案
に
日
本

「給食費無償化の予算を削除す
る修正案」総務文教常任委員会 
  
賛否の状況（〇賛成 ×反対） 

日本共産党 皿 海 × 
北 尾 × 

維新の会 臼 口 〇 
伊 﨑 〇 

公明党 中 谷 〇 
無所属 松 村 × 
市民クラブ 久保田(委員長) 〇 
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■給食費無償化の予算を削除する修正案（公明党提出）への賛否 
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【
質
問
】
市
長
は
所
信
表
明
で
、

「
加
齢
性
難
聴
者
の
補
聴
器
購

入
を
補
助
す
る
事
業
を
ス
タ
ー

ト
し
た
い
」
と
述
べ
ら
れ
た
が
、

必
要
性
を
ど
う
考
え
て
、
何
時
ご

ろ
か
ら
始
め
る
の
か
。 

 

【
質
問
】
助
成
の
内
容
は
ど
の
よ

う
な
も
の
に
な
る
の
か
、
現
時
点

で
考
え
ら
れ
る
内
容
を
聞
く
。 

 

【
答
】
先
行
市
の
事
例
を
参
考

に
、
医
師
の
診
断
を
経
て
、
補
聴

器
の
必
要
性
を
認
め
た
高
齢
者

に
対
し
、
対
象
者
や
上
限
額
を
考

慮
し
た
上
、
購
入
費
用
の
一
部
を

助
成
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。 

 

【
答
】
難
聴
が
進
む
と
、
車
等
が

近
づ
い
て
も
気
づ
か
な
い
、
ク
ラ

ク
シ
ョ
ン
が
聞
こ
え
な
い
な
ど
、

危
険
を
察
知
す
る
こ
と
が
遅
れ

た
り
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

図
り
づ
ら
く
な
り
、
認
知
症
や
フ

レ
イ
ル
の
進
行
に
繋
が
る
こ
と

も
懸
念
さ
れ
る
。
聴
力
低
下
へ
早

期
に
対
応
す
る
こ
と
は
、
高
齢
者

の
生
活
の
質
を
維
持
し
、
社
会
参

加
を
促
進
す
る
た
め
に
、
重
要
で

あ
る
と
考
え
る
。 

令
和
５
年
度
頃
の
助
成
制
度

の
開
始
を
目
指
し
、
予
算
計
上
時

【
要
望
】
高
齢
の
方
か
ら
、
会
話

が
聞
こ
え
に
く
く
人
の
い
る
と

こ
ろ
に
行
き
に
く
い
な
ど
の
声

を
聞
く
。
高
齢
者
の
社
会
参
加
を

応
援
す
る
取
り
組
み
を
進
め
て

頂
き
た
い
。 

 
に
改
め
て
議
会
の
承
認
を
お
願

い
し
た
い
。 

 

【
答
】
誰
も
が
同
じ
情
報
を
取
得

し
、
円
滑
な
意
思
疎
通
を
図
っ
て

い
く
事
は
、
重
要
で
あ
る
と
認
識

し
て
い
る
。
設
備
等
に
関
し
財
源

や
優
先
度
を
踏
ま
え
検
討
し
た

い
。 

 

【
質
問
】
補
聴
器
等
を
使
用
さ
れ

て
い
る
方
の
「
聞
こ
え
」
を
支
援

し
、
マ
イ
ク
を
通
し
た
音
声
を
直

接
補
聴
器
に
伝
え
る
こ
と
が
で

き
、
講
演
や
会
議
の
場
で
、
講
師

補
聴
器
購
入
へ
の
助
成
制
度
を
！ 

市
長
「
令
和
５
年
度
頃
の
助
成
開
始
を
め
ざ
す
」 

や
発
言
者
の
声
を
ク
リ
ア
に
聞

く
こ
と
が
で
き
る
「
ヒ
ア
リ
ン
グ

ル
ー
プ
」
に
つ
い
て
、
公
共
施
設

へ
の
設
置
の
検
討
状
況
は
ど
う

か
。 

 

北
尾
ま
な
ぶ
議
員
が
一
般
質
問

  国は、物価高騰等への対応として、コロナ臨時

交付金を拡充し、自治体に給食費の保護者負担の

軽減等を推奨しています。 

 文部科学省の調査では、全国の自治体の83.2％

が、保護者負担の軽減を「実施している」「予定し

ている」と回答しています。 

■ 自治体の学校給食費の保護者負担軽減の 
 取り組み状況 

実施している 679 (37.9%) 

実施を予定している 812 (45.3%) 

計 1,491 (83.2%) 

実施を予定していない 302 (16.8%) 
令和 4年 7月 29日時点 文部科学省調べ 

 

■臨時交付金を活用した給食費の無償化（北河内） 

 小学校 中学校 無償化の期間 

守口市 あり 無し 
令和 2年 6月から 12月末まで、 
令和 4年 7月から令和 5年 3月まで 

枚方市 あり あり 令和 2年 11月 1日～11月 16日の 10日間のみ 

寝屋川市 あり あり 
令和 2年 6月から 12月末まで、 
令和 4年８月から令和 5年 3月まで 

大東市 あり あり 令和 2年度 1学期分 

門真市 無し 無し  

四條畷市 あり あり 令和 4年 3学期分（市立小中学生が 2人以上いる世帯の第 2子以降対象） 

交野市 無し 無し  
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  国は、物価高騰等への対応として、コロナ臨時

交付金を拡充し、自治体に給食費の保護者負担の

軽減等を推奨しています。 

 文部科学省の調査では、全国の自治体の83.2％

が、保護者負担の軽減を「実施している」「予定し

ている」と回答しています。 

■ 自治体の学校給食費の保護者負担軽減の 
 取り組み状況 

実施している 679 (37.9%) 

実施を予定している 812 (45.3%) 

計 1,491 (83.2%) 

実施を予定していない 302 (16.8%) 
令和 4年 7月 29日時点 文部科学省調べ 

 

■臨時交付金を活用した給食費の無償化（北河内） 

 小学校 中学校 無償化の期間 

守口市 あり 無し 
令和 2年 6月から 12月末まで、 
令和 4年 7月から令和 5年 3月まで 

枚方市 あり あり 令和 2年 11月 1日～11月 16日の 10日間のみ 

寝屋川市 あり あり 
令和 2年 6月から 12月末まで、 
令和 4年８月から令和 5年 3月まで 

大東市 あり あり 令和 2年度 1学期分 

門真市 無し 無し  

四條畷市 あり あり 令和 4年 3学期分（市立小中学生が 2人以上いる世帯の第 2子以降対象） 

交野市 無し 無し  

 
  政府は、コロナ・物価高騰の対応として、 

コロナ臨時交付金を拡充し、自治体に給食費の 
保護者負担の軽減などを推奨しています。 
 文部科学省の調査では、全国８３.２％の自治
体が、保護者負担の軽減を「実施している」
「予定している」と回答。 
大阪府下でも８６％の自治体が実施。 
維新の市長の大阪市では恒常的に実施と言われ
ています。 
 

市長「令和 5 年度頃の開始をめざす」 
 

《質問》 

路線バスの減った地域や、バスがない地域に

も、改善や新たな交通手段が必要と考えるが、

市長の考えは？ 

《市長の答弁》 

〜路線バスのある地域〜 

路線バスの継続・改善を京阪バスと協議する。 

〜路線バスの無い地域〜 

●交通不便地区の寺・神宮寺地区巡回バスを、東

倉治まで延伸の検討を指示している。 

●梅が枝・郡津・幾野など、過去ゆうゆうバスが

運行していたエリアを通る巡回バスの検討を指

示している。 

●市として、駅勢圏1000m・バス停勢圏300m

について市民の声を聞きながら見直しを行う。 

《質問》 

市長は、加齢性難聴者の補聴器購入補助制

度をスタートしたいと、所信表明された。  

そこで、市長の思いを伺う。 

《市長の答弁》〜必要性について〜 

難聴が進むとコミュニケーションが図りづ

らくなり、認知症やフレイルの進行につなが

ることも懸念され、聴力低下へ早期に対応す

ることは高齢者の生活の質を維持し、社会参

加を促進するために重要である。 

《日本共産党の要望》 

補助制度は、自己負担をできるだけ少なく

して、購入前に認定補聴器技能者による調整

を受けられるようにするなど、必要な方が使

いやすい制度になるよう求める。 

  


